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1　はじめに
　本稿は，貸借対照表に計上されている金融資産が，いつ売却または決済され，
貸借対照表から除去（認識の申止：dereCogniZe）されるかという問題を検討す
る。たとえば，保有している債券は貸借対照表において，有価証券として計上
されているが，これが貸借対照表から取り除かれるのは，債券が売却されたと
きである。その意味ではさして難しい問題があるようには思われないのである
が，近年，金融商品ωに関する取引形態が複雑化してきて，単純な売却として
くくれない取引が増大してきており，このことがいつ売却されたかという問題
を生じさせてきているのである。先の例でいうと，債券を充却した段階で，買
い戻す条件が付与されていたとしたらどうであろうか。金融資産の流動化の手
法として証券化が注目され，実施されるようになっているが，この場合にも認
識の申止時点が問題となる。証券化の概念についてはさまざまな理解②がある
ようであるが，ここでは貸付債権等，証券形態をとっていなかった資産を，資
産をプールする仕組み（例えば特別目的会社：S　P　C）に譲渡して，そのプー
ルが証券を発行するというように，証券形態に変えることによって資金調達を
することをいうものとする。この際，譲渡人は譲渡後，譲受人と何ら関わりを
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持たないのであれば問題はないが，譲渡後も何らかの関わり含いを持つことが
ある。例えば原債務者の債務不履行等の場合，原債務者が本来支払うべき金額
の支払いを債権の譲渡人が譲受人に対し支払う義務であるリコース義務を負う
ようなことがある。この場合，譲渡人は債権を売却したとして処理するべきで
あろうか，それとも処理するべきではないのか。
　金融資産の認識の中止の基準について，リスク・経済価値アプローチと財務
構成要素アプローチの二つの考え方がある。主要国及び国際会計基準での金融
資産の認識の申止の基準を，この二つの考え方を中心として整理してみたい。
2　リスク・経済価値アプローチ
　1）国際会計墓準のリスク・経済価値アプローチ
　リスク・経済価値アプローチは，金融資産に内在するリスクと経済価値を不
可分のものとして捉え，これが第三者に移転したとき，金融資産の認識を中止
するとする考え方である。この場合には，リスクと経済価値がどの程度移転し
たときに認識を中止することができるかが焦点となる。
　リスク・経済価値アプローチは，1991年に公表された国際会計基準の公開草
案E4C「金融商品…3〕」とその改訂版である公開草案E48「金融商品｛4）」のなか
で採られている。E40では，金融資産の認識の中止の要件を次のように述べて
いる。
　「金融資産または金融負債は以下のようなときには企業の貸借対照表から除
かねばならない。
（a）資産または負債に係るリスクと経済価値が他に移転したとき，または
（b）基となっている権利または義務が行使されるか，免除されるか，取り消
　　されるか，あるいは期限が満了したとき｛5〕。」
　　　E48では，金融資産の認識の中止の要件を次のように述べている。
　　　「認識された金融資産または金融負債は以下のようなときには企業の貸
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　　借対照表から除かねばならない。
　（・）資産または負債に係る実質的にすべてのリスクと経済価値が他に移転し，
　　かつ留保されているいかなるリスクと経済価値の公正価値が信頼性を持っ
　　て測定されうるとき，または
　（b）基となっている権利または義務が行使されるか，免除されるか，取り消
　　されるか，あるいは期限が満了したとき（6〕。」
　E40での資産の認識の中止の要件であるリスクと経済価値が他に移転したと
きというのは，認識の申止の要件としてはきわめてシビアーであるという各国
のコメントに対応して，E48では，実質的にすべてのリスクと経済価値が他に
移転したときというように「実質的にすべて」という限定を付すことにより，
認識の中止の要件を緩和したのである。また，E40ではリスクと経済価値の移
転を一緒と考えるのか別々と考えるのか明確でなかったのに対し，E48では一
緒に移転するとの考え方を明確にしている。また，留保されているいかなるリ
スクと経済価値の公正価値が信頼性をもって測定されうるときという条件を付
けているのは，「留保されるリスクの公正価値と留保される経済価値の公正価
値が信頼性をもって測定できるのでなければ，企業はそれらが重要でないかど
うかということを決定する適当な根拠を持っていない（7j」ことになるからであ
る。
　所有手形を金融機関で割り引いた場合，資産に計上されている受取手形を貸
借対照表から取り除くことができるかどうかであるが，E40によれば，手形割
引に伴う遡求義務があるため，リスクが移転しているとはいえないので受取手
形の認識を中止することはできない。したがってこの場合は手形を担保とする
借入となる。しかしながら，E48によると遡求義務が発生する確率が低い場合
には，受取手形を売却したものとして貸借対照表から取り除くことができる。
　リスク・経済価値アプローチは，金融資産の経済価値とリスク，具体的にい
うと，金融資産からもたらされる将来のキャッシュフロー，金融資産の回収の
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ためのコスト，金融資産の貸倒のリスク等，を一体のものとして捉えているの
で，金融資産はすべて売却されるかすべて留保される分割不可能な単位として
会計処理されるところに特色がある。また実質的にすべての経済価値とリスク
が他に移転したかどうかの判断は主観的とならざるをえないという問題がある。
（先の手形割引の例でいうと，遡求義務が発生する確率が低いかどうかは，主
観的に判断せざるを得ない。）
　2）英国の結合表示
　英国の資産の認識中止に関する基準としては1994年に会計基準審議会
（AccountingStandardsBoard：ASB）から公表された財務報告基準
（Fin狐cial　Reporti㎎Standards：F　R　S）5号「取引の実質の報告＝酬」がある。
そこでは，資産の認識の中止の基準として，次のように述べられ，リスク・経
済価値アプローチが採られていることが分かる。
　「既存の資産に係わる取引が，（・）当該資産に関する便益への企業の権利また
は他のアクセス，または（b〕それらの便益に内在するリスクヘのエクスポー
ジャー，に重要な変化をもたらすものでないときには，資産はそのまま引き続
き認識されるべきである｛9〕。」
　「既存の資産に係わる取引が，（・）当該資産に関する便益へのすべての重要な
権利または他のアクセス，および（b）それらの便益に内在するリスクヘのすべて
の重要なエクスポージャー，を他に移転するときには，資産は認識を申止され
るべきである口⑪。」
　この場合「重要な」の意味は，「実務上発生しそうなリスクと便益との比較
でなされるべきであって，可能なすべての便益とリスクとの比較でなされるべ
きでない㈹。」
　すべての重要な便益とリスクが他に移転することが資産の認識の中止の要件
としたのである（吻が，必ずしもすべての便益とリスクが移転していないとして
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も，単なる資金調達でなくて少なくとも部分的な資産の認識の中止を保証する
に十分な便益とリスクの移転が生じていることがある。
　F　R　S5号は部分的な資産の認識の中止を認める特定の場合として，次の三
つをあげている（13。
　①ある項目の一部だけの譲渡
　②　満期までの一部の期間についての譲渡
　③ある項目の満期までの譲渡であるが，便益への重要な権利またはリスク
　　ヘのエクスポージャーの一部が留保されているもの。
　F　R　S5号は資産の認識の継続，認識の中止および認識の部分的中止の他に，
ノンリコース金融取引について一定の条件を満たした場含に結合表示（1inked
presentation）という方法を導入している。これはノンリコース金融を貸借対
照表の負債の部に示すのに代えて，それが関違する資産からの控除として貸借
対照表上示すことを要求するものである。この処理は証券化との関連で銀行界
からの強い要講に応えてA　S　Bが考案したものであるが14，この処理の使用は
特定の資産に限定されるものではない。
　基準によると，結含表示は資産が次の方法で資金提供されたときに用いられ
るべきであるos。
　（・）資金提供した特定の項目から産み出された収入によってのみ返済がなさ
　　れ，その項目からの資金以外に企業に対する請求の可能性がない。
　（b）企業が資金の返済までその項目を維持するかまたはいつでも再取得する
　　かについて条項がない。
／・）以下で述べる①から⑥のすべての条件が満たされ孔
　　①　資金提供が特定の項目（または類似の項目のポートフォリオ）に関連
　　　する。ローンの場合にはその項目が担保となるが，企業の他の資産は担
　　　保とならない。
　　②資金提供者は明示的にしろ暗黙にしろ，損失に対して企業の他の資産
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　　　に対してリコースをもたなく，企業も資金提供者に返済する義務はない。
　　③企業の取締役は結合表示が用いられる各財務諸表において，企業が資
　　　金提供者のいかなる損失を負担する義務もまた意思もないことを明示的
　　　に述べる。
　　④資金提僕者は資金提供した特定の項目が産み出す資金の範囲で元本と
　　　利息の返済を求め，いかなる他の形でのリコースを求めないということ
　　　に書面で同意し，そのような同意が結合表示が用いられる各財務諸表に
　　　注記されている。
　　⑤　項目から産み出される資金が資金提供者に支払うのに十分でないとし
　　　ても，このことが企業のデフォルト事由を構成しない。
　　⑥資金提供契約その他に，企業が資金の返済までその項目を保持する権
　　　利または義務，または（その項目への権利が譲渡されたところでは）い
　　　つでもそれを再取得する権利または義務を有する旨の条項がない。
　A　S　Bは金融資産の認識の継続と認識の申止の問に，認識が申止されずに継
続されるが，一定の要件を満たすものについて結合表示という方法での表示を
認めることにより，複雑化する実態をより忠実に表現しようとしているのであ
る。
3　財務構成要素アプローチ
　1ジ財務会計基準審議会基準書125号の前身
　米国においては，財務会計基準審議会（Financia1A㏄㎝nti㎎Standards
Board：FASB）の墓準書125号「金融資産の譲渡とサーピス業務および負債の
消滅の会言抑」が公表されるまでは，特定の種類の金融資産の譲渡に関する二
つの指針があった。一つは，基準書77号「リコース付の債権譲渡に関する譲渡
人の会計報告｛1力」であり，いま一つは実務広報（Technical　Bul1etin：T　B）
85－2「CMOの会計1魯」である。
　6
　　　　　　　　　　　金融資産の認議の中止に関する一考察　　　　　　　　　　　　7
基準書77号によると，リコース付の債権の譲渡は，次の要件のすべてが満た
される場合には売却として認識されなければならない。すなわち，
①　譲渡者が債権に係る将来の経済的便益の支配を放棄していること
②リコース条項に基づく譲渡者の義務が合理的に見積り可能であること
③リコース条項による以外，譲受人が譲渡人に対し債権の買戻請求をでき
　　ないこと｛1勃
　　である。基準書77号は債権のリコース付の譲渡に限定してはいるが，譲渡
　　か否かを判定するキー概念として「支配の放棄」をあげている。
　TB85－2は，法的には担保付借入であるCMO取引に関する会計処理を定め
たものであるが，そこでは売却処理の要件を次のように定めている㈱。
　a）発行者およびその関係会社は担保に係る将来の経済的便益を放棄してい
　　ること
　　①発行者またはその関係会社は，担保の差し替え，買い戻しの権利・義
　　　務を持たないこと
　　②担保に対する見積もり残余持分はたとえあるとしても，僅少であるこ
　　　と
　b）　CMO債務に関していかなる将来の支払も要求されないこと
　　①投資家は元利の払い戻しに対して発行者の資産または第三者（保険会
　　　社・保証機関）のみに頼ることができること
　　②発行者またはその関係会社は担保である債権からの回収による通常の
　　　ペイスルー以外に，約定の満期日以前の償還を要求されないこと。
　TB85－2では，売却処理の要件として経済的便益とリスクの移転（将来の支
払を求められない）を要求しているので，リスク・経済価値アプローチを採用
しているといえるが，墓準書77号では将来の経済釣便益に対する支配の放棄を
要求しているが，リスクについてはリコース義務を負っていてもそれが合理的
に見積もり可能であれば資産の認識を中止できるとしている。このように基準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7
　8　　　　　　　　　　　　早稲田商学第377号
書77号は，ノンリコースが売却処理の要件であるとしているTB85－2と違いが
見られる。このため実務において混乱がみられ，新たな取引についてどちらの
基準を適用するかにより結果が異なり，首尾一貫性が欠如するという状態に
陥っていたのである。こうした状況を解決するという目的で証券化に限らず広
く金融資産に関する譲渡と負債の消滅に関する全般的基準である基準書125号
が公表されたのである。
　2）基準書125号と財務構成要素アプローチ
　FA　S　Bは金融資産の譲渡とサービス業務および負債の消滅に対する首尾一
貫した会計を達成するため金融市場の現在の発展状況に対応するアプローチが
必要であるとして，財務構成要素アプローチを展開した。このアプローチが意
図していることは「（・）金融市場の参加者が金融資産の構成要素の結合や分割を
含めて金融資産を処理する仕方と首尾一貫している，（b）金融資産・負債の基と
なっている契約条項の経済的結果を反映している，（・）FA　S　Bの概念フレーム
ワークと一致していること刎」，であるとしている。概念ステイトメント6で
定義された資産・負債の概念および基準書107で定義された金融商品の概念に
基づき，FA　S　Bは財務構成要素アプローチを適用する鍵は以下のように要約
されると結論づけた。
「a）金融資産によって提供される経済的便益（一般には将来のキャッシュフ
　　ローに対する権利）は，当該資産の基礎となる契約条項から引き出され，
　　これらの便益を支配する企業がそれらを資産と認識すべきである。
b）金融資産は，それが譲渡され支配が放棄された場合に売却されたもの
　　と考えられ，それ故認識が申止されるべきである。
C）金融資産は，譲渡人が金融資産の支配を放棄していない場合には，譲渡
　　人の債務の保証として担保に供せられると考えられるべきである（従って
　　認識が中止されるべきでない）。
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　d）各負債は，第一次的債務を負う企業によって認識されるべきであり，
　　したがって他の企業の債務の保証をする企業は，保証を遂行する債務のみ
　　を認識すべきである。
　e）金融資産および金融負債の認識は，取引の結果として譲渡人が譲渡資産
　　に対する有効な支配を縫持していないならば，その存在を導いた取引の順
　　序によって影響されるべきでない。
　f）譲渡人と譲受人は金融資産の譲渡に対し対称的に会計処理すべきであ
　　る幽。」
上記のa），b）およびc）に見られるように，資産の認識の中止において中心と
なる概念は支配である。これは先に明らかにしているように，概念ステイトメ
ント6で示されている資産の概念である「過去の取引または事象の結果として，
ある特定の実体により取得または支配されている，発生の可能性の高い将来の
経済的便益㈱」と整合的であるべきと考えているからである。資産の認識の中
止は支配が放棄されたときに求められる。
　基準書125号は資産の認識の申止の要件を次のように定めている。
　「譲渡人が金融資産の支配を放棄することとなる金融資産（あるいは金融資
産のすべてまたは一部）の譲渡は，譲渡資産の受益権（beneficial　interests）
以外の対価がそれと引き替えに受け取られる隈り，売却取引として会計処理さ
れなければならない。以下のすべての要件が満たされる場合に限り，譲渡人は
譲渡資産に対する支配を放棄したことになる。
a．譲渡資産が譲渡人から隔離されている（iso1ated）こと。たとえ破産その
　他の財産管理が生じた場合でも，譲渡人や債権者の手の届かないところにお
　かれていると推定されること。
b．（1）各譲受人が受入資産を担保に供したり交換する権利を（権利を行使す
　ることを制約する条件なしに）獲得するか，または（2）譲受人が遼格な特別目
　的事業体であり，当該事業体が発行した受益権の所有者が，当該受益権を担
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　保に供したり交換する権利を（権利を行使することを制約する条件なしに）
　有していること。
C，譲渡人は譲渡資産に対して，（1）満期日以前に買い戻すまたは償還する権利
　を譲渡人に与えかつ義務を負わせる契約，または（2）容易に入手できない譲渡
　資産を買い戻すまたは償還する権利を譲渡人に与える契約，を通じて有効な
　支配を保持していないこと幽。」
　金融資産の譲渡により支配が放棄されたと見なされるための最初の要件は，
譲渡資産が譲渡人から分離されていることである。これはたとえ破産その他の
財産管理が生じた場合でも譲渡人やその債権者の手の届かないところに譲受資
産がおかれている必要があるということで，法的な分離が重要な要件となって
いることに注意すべきであろう。
　譲渡が売却であるための二つ目の要件は，譲受人が譲受資産を担保に供した
り，交換する権利を有しており，その権利を利用することを妨げるような制約
を受けないということである。資産を保宥している企業はそれを様々な方法で
利用することができるが，支配が譲受人に移転したかどうかを決定するための
基準を確立するためには，譲受資産のどの利用方法が決定的であるかを確認す
ることが必要である。そこで，「審議会は金融資産を保有している譲受人がそ
れを支配しているかどうかを決定するために重要な資産の利用の仕方は，それ
を交換または担保に供し，金融資産の主たる経済的便益であるキャッシュフ
ローのすべてまたはほとんどを獲得する能力であると緒論づけた㈱」のである。
第二の要件は端的に言えば譲受人の譲受資産の利用可能性に着目し，利用可能
性を支配の要件としたものである。
　譲渡に際し買い戻しの権利を譲渡人に付与した場合等があった場合，譲渡資
産に対する支配が放棄されたかどうかが問題となるが，第三の要件はこれに答
えるものである。すなわち，「譲渡した資産と同一または実質的に同じである
金融資産を買い戻す契約上の権利と契約上の義務の両方を譲渡人が有する場合
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には，譲渡人は金融資産に対する支配を放棄していないとした。譲渡人のオプ
ションや一定の条件の下で買い戻しの権利のみを伴う譲渡や，譲受人のオプ
ションや一定の条件の下で買い戻しの義務のみを伴う譲渡は，才プションが行
使されないかもしれないし，条件が生じないかもしれないので，一般には譲渡
人の支配が維持されない㈱」とした。
「満期日以前に買い戻すまたは償還する権利を譲渡人に与えかつ義務を負わせ
る契約」という部分は米国の買戻契約「レポ」取引，証券貸借市場で広く行わ
れている実務憤行に対処するために主として考えられたものである㈱。実務上
レポ取引は，担保付借入の処理が行われており，「譲渡人が，本質的には譲渡
された現金の利子に相当する金額だけ売却価格と異なる固定価格で，しばしば
一日といった短い期聞で，証券を買い戻すことに合意している鯛。」この場合
には，その資産を保有し続けているのと同じであるという理由から，レポ取引
を担保付借入の処理をするために第三の要件が設けられたのである。
　基準書125号によれば金融資産の譲渡人が譲渡すると同時に販売資産のコー
ルオプションを獲得する場合に，販売処理が認められる。「資産に対するコー
ルオプションを保有する企業が当該資産を支配するとするならば，コールオプ
ションを購入した時点で企業はコールオプションのもとになる資産を認識すべ
きであるということになる㈱」からである。しかしながら，第三の要件の後段
に示されているように，譲渡人が容易に入手可能でない譲渡資産に対するコー
ルオプションを譲渡と同時に獲得する場合には譲渡は売却とみなされない。そ
れはオプションの存在により，実際上譲受入がその資産を売却，h担保差し入れ
できなくなると考えられるからである。なぜなら，もし譲受人がその資産を売
却や担保差し入れしたならば，譲渡人がオプションを行使した場合，資産を引
き渡すことができなくなるからである。
　第三の要件は，端的に言えば譲渡人が譲渡資産に対し有効な支配を保持して
いないことを要求するものと解され糺
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4　リスク・経済価値アプローチと財務構成要素アプローチの比較
　リスク・経済価値アブローチの代表である国際会計基準のE40とE48亀oおよ
び財務構成要素アプローチを採るF　A　S　B基準書125号を中心として内容を見
てきたが，ここで両者の比較を申心として検討を加えてみよう。
　1）　リスクの移転
　リスク・経済価値アプローチでは，金融資産に内在するリスクと経済価値が
不可分のものとして捉え，これが譲渡人から譲受人に移転したとき，金融資産
の認識を中止するとする考え方である。これに対し，財務構成要素アプローチ
では，金融資産が譲渡人から譲受人へ譲渡されたかどうかは金融資産に対する
支配が放棄されたかどうかによる。その判断における一つの要件は法的な資産
の分離に求められる。仮に譲渡人が倒産した場合でも譲渡人の手の届かないと
ころにある，すなわちいわゆる法律的にいうところの第三者対抗要件がないと
譲渡人に資産に対する支配が残っていると解釈される。二番目の支配の要件は
譲受人が資産の利用可能性を持っているということである。二番目と三番目の
要件である譲渡人が譲渡資産に対する有効な支配を保持していないという要件
を合わせてみると譲受人は金融資産からもたらされる経済価値を享受できると
いうように解釈でき，そこでは譲渡人から譲受人への経済価値の移転が見られ
ることになる。経済価値の移転という点では，大きな違いは見られないが，リ
スクの移転については両者に大きな違いがあると思われる。リスク・経済価値
アプローチではリスクの移転が売却の要件であるが，財務構成要素アプローチ
では必ずしも要件としてはいないということである。リスクが留保されていた
としても，財務構成要素アプローチでは売却として処理されうるのである。
　また，法的な資産の分離がリスク・経済価値アプローチにおいて必要とされ
るかどうかは，このアプローチ自体が経済的アプローチで法的側面に触れてい
　12
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ないので明確ではない。
　2）金融資産の分割可能性
　リスク・経済価値アプローチは金融資産を分割不能な単位として捉えるので，
オンバランスかオフバランスかという二者択一になるが，財務構成要素アプ
ローチは金融資産を各財務構成要素に分割して各要素ごとにオンバランスかオ
フバランスかが検討される。債権の証券化・流動化という動きは，これまで一
体と考えられていた金融資産に含まれるリスクや経済価値という構成要素を，
金融的な技術によって分解するという動きであって，しばしばアンバンドリン
グ（㎜bmdli㎎）という言葉で表現されている。証券化・流動化という流れを
考えた場合，一体処理を要求するリスク・経済価値アプローチは証券化や流動
化の流れに樟さすことになるのではないか。金融市場の高度化に対応し，経済
実態を反映する会計処理ということになると財務構成要素アプローチを採用す
ることが望ましいのではないかと考えられる。
　3）取引の順序と会計処理
　リスク・経済価値アプローチの場合，一連の取引が行われた順序によって最
終的な状態が同じでも，異なる会計処理の緒果を招くことがあるが，こうした
ことは財務構成要素アプローチの場合には原則として生じない。
　例えば，企業Aが金融資産のプールの劣後部分を取得した場合，それを一つ
の資産として認識する。他方，企業Bは企業Aが参加したと同じ金融資産の
プールを取得し，その後，優先部分を売却して企業Aが保有しているのと同じ
劣後部分を保有し続けた場合，リスク経済価値アプローチでば，企業Bが全体
のプールのすべてのリスクを実質的に留保していると判断されると，企業Bで
は売却処理は行われず，貸借対照表に金融資産のプール全体を資産として計上
し，優先部分の売却による収入額と同額を負債として計上することになる。こ
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れは，劣後部分のみを資産計上している企業Aの会計処理と大きく異なること
になる。こうした会計処理の緒果は審議会の概念的枠組みの基本的教義「会計
担当者は現実の差異を偽装してはならないし，また差異を偽造してはならな
い」に反するものである帥。
　4）具体的会計処理
　リスク・経済価値アプローチを採る場合と財務構成要素アプローチを採る場
合とで会計処理にどのような違いが生じるかを買い戻し条件付債権譲渡を例に
とってみてみよう。
　例　A社はB社に貸付金1，000百万円を以下の条件で売却した。
　原貸出債権
　　・実行日1996年1月1日　・利率年利4％（固定）
　　・期　問　10年（満期一括返済）　・利払い　半年毎（6月末および12月末）
　　・担　保　なし
　債権譲渡契約
　・実行1ヨ　1998年1月1日
　・貸付金売去P価額　980百万円
　・B社は，元本または利子の入金が遅延した場合に，貸出金を債権金額で買
　　い戻すようにA社に講求することができる。すなわち，B社は貸倒リスク
　　を負わない。A社はリコース義務を負う。譲渡日現在のリコース義務の公
　　正価値は一60百万円である。
　・B社は，貸出金を第三者に譲渡できる。
　・A社は継続して代金回収代行義務を行いB社はA社に手数料を支払う。回
　　収代行契約の公正価値は6百万円である。
　「リスク・経済価値アプローチ」による場合（国際会計基準公開草案48によ
る）
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　このケースでは，A社が実質的に原債務者に対する信用リスクを負ったまま
であるので，実質的にすべての経済価値とリスクが譲受人に移転したとはいえ
ない。従って，この取引は，B社からA社への融資と考え会計処理する。A社
は貸付金をオフバランスすることはできない。
　A社の1998年1月1日の仕訳
　　　（借方）　現金　980百万円　　　　（貸方）　借入金　980百万円
　「財務構成要素アプローチ」による場合（FASB基準書125号による場合）
　財務構成要索アプローチでは，金融資産を各財務構成要素に分解し，それぞ
れについて譲渡人から譲受人に移転したかどうかを検討する。元利金回収によ
るキャッシュフローについては，F　A　S　B基準書125号のパラグラフ9の三つ
の要件を満たしていると考えられるので，このキャッシュフローに対する支配
は移転していると考えられるが，貸倒リスクは依然としてA社に残留している。
したがって，このケースでは，
　　元利金回収によるキャッシュフロー　→　B社に移転
　　貸倒リスク（リコース義務）　　　→　A社に残留
と処理される。
　譲渡日現在のリコース義務の公正価値は一60百万円，回収代行契約の公正価
値は6百万円であるので，譲渡時のA社の会計処理は次のようになる。
　　譲渡対価の計算
　　　貸付金の売却価格　　980百万円
　　　リコース義務　　　　一60百万円
　　　　　　　　　　　　　　920百万円
　　公正価値による原債権の簿価の按分
　　　　　　　　　　　　　　公正価値　　　　簿価配分額
　　　貸付金　　　　　　920百万円、　　　994百万円（99．4％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15
16
回収業務代行資産
早稲田商学第377号
6百万円　　　　　6百万円（0．6％）
926百万円 1，000百万円
　譲渡損の計算
　　正味譲渡対価　　920百万円
　　貸付金簿価　　　994百万円
　　　譲渡損　　　　74百万円
1998年1月1日の仕訳
（借方）現金　　　　　　980百万円
　　　譲渡損　　　　　　74
　　　回収業務代行資産　　6
（貸方）リコース義務　60百万円
　　　貸付金　　　994
　　　貸付金　　　　6
　この仕訳から明らかなように，貸付金の売却と同時にリコース義務という負
債が認識されることになる。ここでリコース義務の公正価値を60百万円として
仕訳したが，この会計処理が可能となるためには，リコース義務をはじめとす
る財務溝成要素の公正価値が得られなければならない。
5　むすび
　金融資産の認識の中止の間題を，リスク・経済価値アプローチと財務構成要
素アプローチを中心に検討してきた。金融資産に内在するリスクを分離して管
理するという状況はリスク管理の分野では一般的になりつつある。金融のイノ
ベーションは，金融資産の構成要素への分解を促進し，構成要素別の取引を可
能とするようになるものと思われる。財務構成要素アプローチは，そうした経
済的実態をリスク・経済価値アプローチよりもより良く反映すると思われるし，
またリスク・経済価値アプローチが取引の順序により会計処理が異なる可能性
があるというような問題点を内包していることを考えると，金融資産の認識の
　ユ6
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中止のアプローチとしては，財務構成要素アプローチが採られるべきであると
いえよう。
注（1〕金融商品は，国際会計基準では次のように定義されている。
　　　「金融商晶とは，一方の企業に金融資産を，他方の企業に金融負債あるいは持分金融商品を生
　　じさせるあらゆる契約をいう。
　　　金融資産とは，以下のあらゆる資産をいう。
　　　1乱〕現金，（b〕他の企業から現金あるいは他の金融商品を受け取ることができる契約上の権利，（り
　　金融商品を潜在的に有利な条件で他の企業と交換できる契約上の権利，または，ld池の企業の持
　　分金融商品
　　　金融負債とは，以下のような契約上の義務を負うあらゆる負債をいう。
　　　1呂胞の企業に現金もしくは他の金融商品を引き渡す義務，または（b〕金融商品を，潜在的に不利
　　　な条件で他の企業と交換する義務
　　　持分金融商品とは，企業のすべての負債を控除した後の残余財産権を証する契約である。
　　（1ntematio口al　Accountmg　Standards　Committee　σASC），1閉地㎜肋伽’λoα閉〃伽g　∫肋〃〃d∫
　　32jハ伽伽ω11冊5！榊珊昭〃姑j　D個o此舳他日”d　P他3舳勉ま｛‘肌王ASC，June1995，paragaph5）
　②証券化の概念としては次のようなものがあ㌫
　　ユ　金融の形態が貸付から証券の形態に重点を移したこと
　　2　貸付債権等，証券形態を採っていなかった資産を，資産をプールする仕組みに譲渡して，そ
　　　のプールが証券を発行するというように，証券形態に変えることによって資金調達を行うこと
　　3　ローン・パーテイシイペーシ冒ン（loan　part1c1patlon）のように、民商法的な意義における
　　　証券にまでしなくても，貸付債権等の資産を小口化し，実質的に流動化させること
　　追　銀行資産内容が市場性を持ったものになること。
　　（財団法人企業財務制度研究会編「証券化の壌論と実務」中央経済社，平成4年，3ぺ一ジ。〕
　（3〕　1nternational　Accountmg　Standards　Comm1ttee（1ASC〕，五40・凡伽伽伽伽苫｛例㎜刎＃5，1ASC1991一
　｛4）工皿tema士iona】Accou皿ぬg　S士a皿dards　Co皿皿it士ee（IASC）．石48j　F｛㎜伽ω〃冊∫＃榊閉舳言＄、1ASC1994．
　　脳Cの改訂版であるE48が公表された経緯等については，加藤厚稿「I　A　S再公開草案E48「金
　　融商品」をめぐる最近の状況と概要」企業会計46巻3号（1994年3月）を参照されたい。
　｛5〕IASC，E4αφむ狐par㎎閉ph29。
　｛6〕lASC，E4＆砂む砿p邑ra聾raph27
　⑰〕　J肋d、、Paragr註ph30、
　一8〕　Accountmg　St囲ndards　Board，F｛伽伽一〃R榊加厚∫吻〃”d55．R柳主吻g　f㎏∫泌∫伽刑f｛ψ丁畑㈱一
　　㏄丘㎞，ASB1994．
　（9〕　∫肋吐，p乱ragr宮ph21一
　血⑪　　∫肋乱，par囲graph22、
　｛1⊃　　∫肋五、p盆r≡■graph25
　11婁証券化との関運で、オリジネーターが証券化資産に関するすべての重要な便益とリスクを移転
　　しているかどうかの具体的な条件は次の三つである。
　　①取引が独立当事蓄聞の売り切り価格で行われること
　　②取引が一定の対価で行われ，オリジネーターがいかなる理由による損失に対しても，明示的
17
18 早稲田商学第377号
　　にせよ，暗黙的にせよリコース義務を負わないこと。
　③オリジネーターは，証券化資産が予想よりいい業績を上げても便益を得ることはないし，予
　　想を下回っても損失を被ることはないこと喧
　（ASB，ψo狂pamgraphD8．）
03　　1凸泓，paragraph23．
⑪4　Er蝸t＆youn島σK　Cλλ只F1fth　Ed1tio叫1997．p．936
蝸　ASB，ψむ狙paragraph26加d27．
蝸　Fi皿ancial　Accomting　Standards　Board，∫f〃｛伽〃ψハ㎜伽伽三λ‘伽〃f肋g∫肋〃〃ゐρFλg　N皿
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⑳　　1面泓，Paragraph112．
迄3　FASB，∫畑加伽岩〃ぴF伽把㎜吻’λ‘ω田〃肋身C㎜勿姑刺b，6：E㎞冊ねψ乃ω惚伽1S施加個昭”儘．Dec，
　1985，paragraph25．平松一夫・広瀬義州訳「F　A　S　B財務会計の諸概念（改訳版）」中央経済社，
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幽　　FASB，∫Fλ∫地125ψo伍paragraph9
臼＄　　∫O棚，paragraph122．
畠e　　∫ゐ獺．，Parag工aph15ユ．
㈲　レポ取引とは，次のような取引である。
　　例：A社は現金と引き替えにB社に市場性ある有価証券を移転し，同時にその宥価証券を翌日
　販売価格に金利を加えた額で買い戻す契約をする。B社はその有価証券を売却または担保に供す
　る事は自由である。
　　例に見られるようなレポ取引は基準書125号では要件の3がなければ，売却として処理される
　ことにな㌫第一および第二の要件によって判断すると「典型的な買い戻しまたは証券貸借契約
　の下で譲渡される金融資産は，現金および先漉し購入契約から成る受け取り高を対価に売却され
　たものとして認識の中止が認められる」（1凸仏paragraph138）ことになるからである。そこで
　主としてレポ取引を売却でなく担保付借入処理するために第3の要件が加えられたわけである。
㈱1M，Phragraph141
㈱∫附、Par概aph154
eO　国際会計基準委員会が1997年3月に公表したディスカッションペーパー「金融資産および金融
　負債の会計処理」のなかでは，金融資産の認識の中止に対する従来のリスク・経済価値アブロー
　チに代えて，財務構成要素アプローチを採用している凸しかしながら現段階では確定した基準と
　はなっていない。（1ASC，D｛∫㎝∫5舳P妙砒んε㎝棚昭伽F｛㎜伽〃λ∬挑皿〃乃伽伽あ1工肋〃
　主伽March199τ）
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（本稿は，1997年度早稲囲大学特定課題研究助成費による研究成果の一部である。）
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